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○日本体育大学ヒトを対象とした実験等に関する規程 

平成19年9月21日 

学長裁定 

(目的) 

第1条 この規程は日本体育大学(以下「本学」という。)において行われるヒトを対象とし

た体育科学の実験研究、調査研究及び測定(以下「ヒトを対象とした実験等」という。)に

関し必要な事項を定め、人間の尊厳と人権を重んじ、社会の理解と協力が得られる適切な

研究が実施されることを目的とする。 

(定義) 

第2条 この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 「部局の長」とは、学部、大学院研究科、体育研究所、スポーツ・トレーニングセ

ンターの長をいう。 

(2) 「所属長」とは、学科長、大学院研究科学系主任をいう。 

(3) 「研究実施者」とは、ヒト対象の研究等を計画し、及び実施する者をいう。 

(4) 「実施責任者」とは、研究実施者のうち、実験等の実施に関する業務を統括するも

のをいう。 

(5) 「提供者」とは、研究のため個人の情報等を提供する者をいう。 

(研究の基本) 

第3条 人を対象とした実験等を行う者は、生命の尊厳及び個人の尊厳を重んじ、科学的及

び社会的に妥当な方法及び手段で、その研究を遂行しなければならない。 

2 研究実施者が、個人の情報等の収集又は採取を行う場合は、安心及び安全な方法で行い、

提供者の身体的、精神的負担及び苦痛を最小限にするよう努めなければならない。 

(研究実施者の説明責任) 

第4条 研究実施者が、個人の情報等を収集又は採取するときは、研究実施者は、提供者に

対して研究目的、研究成果の発表方法及び研究計画等について、「説明書」(様式1)を作

成し、わかりやすく説明しなければならない。 

2 研究実施者は、個人の情報等を収集又は採取するにあたり、提供者に対し何らかの身体

的、精神的負担もしくは苦痛を伴うことが予見される場合、その予見される状況をできる

だけ、わかりやすく説明しなければならない。 

(提供者の同意) 

第5条 研究実施者が、個人の情報等を収集又は採取するときは、原則として、予め提供者
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の同意を得るものとする。 

2 「提供者の同意」には、個人の情報等の取扱い及び発表の方法等に関わる事項を含むも

のとする。 

3 研究実施者は、提供者から当該個人の情報等の開示を求められたときは、これを開示し

なければならない。 

4 研究実施者は、提供者が同意する能力がないと判断される場合は、提供者に代わり同意

をすることができる者から同意を得なければならない。 

5 提供者からの同意は、「同意書」(様式2)により行うものとし、研究実施者は、その記録

を研究終了後又は研究成果公表後、適切な期間保管しなければならない。 

6 研究実施者は、提供者が同意を撤回したときは、当該個人の情報等を廃棄しなければな

らない。 

(第三者への委託) 

第6条 研究実施者が第三者に委託して、個人の情報等を収集又は採取する場合は、この規

程の趣旨に則った契約を交わして行わなければならない。 

2 研究実施者は、必要があるときは、研究目的等を提供者に直接説明しなければならない。 

(授業等における収集又は採取) 

第7条 研究実施者が、授業、演習、実技、実験及び実習等の教育実施の過程において、研

究のために学生から個人の情報等の提供を求めるときは、原則として予め同意を得るもの

とする。 

2 研究実施者は、個人の情報等の提供の有無により、学生の成績評価において不利益を与

えてはならない。 

(学長の責務) 

第8条 学長は、本学における人を対象とした実験等の適正な実施に関する業務を統括する。 

(部局の長の責務) 

第9条 人を対象とした実験等を実施しようとする部局の長は、国の指針及び本規程に基づ

き、当該研究の適正な実施に関し、管理及び監督をしなければならない。 

(審査申請書の申請) 

第10条 実施責任者は、ヒトを対象とする実験等を実施する場合は、「ヒトを対象とした

実験等に関する倫理審査申請・計画書」(様式3)により、また承認を受けた研究計画を変

更する場合は、「ヒトを対象とした実験等計画変更・追加申請書」(様式4)により、実施

責任者が所属する部局の長を経由して、学長に申請する。 
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2 学長は、ヒトを対象とした実験等に関する倫理審査申請書及びヒトを対象とした実験等

計画変更・追加申請書(以下「申請書等」という。)を受理したときは、速やかに研究倫理

審査委員会(以下「委員会」という。)にその審査を付託する。 

(審査の基準) 

第11条 審査における基準は、この規程に定めるもののほか、関連する法令及び所轄庁の

指針等によるものとする。 

2 ゲノム研究を審査するときは、日本体育大学ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する規則

によるものとする。 

(審査方法) 

第12条 委員会が第10条に定める審査の付託を受けたときは、申請書等に基づき審査を行

う。 

2 委員会は、必要あるときは実施責任者を委員会に出席させ、申請内容等の説明を求める

ことができる。 

3 委員会は、審査の経過を勘案して、実施責任者に対して研究計画等の変更を勧告するこ

とができる。 

4 申請された申請書等の審査結果は、次の各号に掲げる表示により行う。 

(1) 承認 

(2) 条件付承認 

(3) 変更の勧告 

(4) 不承認 

(5) 非該当 

(審査の結果) 

第13条 委員会は、審査結果及びその内容を学長に報告する。 

2 学長は、委員会から報告を受け、研究実施の可否を決定した場合は、審査の結果を、「審

査結果通知書」(様式5)により、部局の長を経由して速やかに実施責任者に通知する。 

3 審査の審査結果通知書には、その理由を付記する。 

4 審査の経過及び結果は、文書で記録し、及び保存し、委員会が必要と認めたときは、公

表することができる。 

(研究計画等の変更) 

第14条 実施責任者が、第12条第4項第1号及び第2号の判定を受けた申請書等において、第

11条に定める審査基準に関わる事項の変更をしようとするときは、その変更について委
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員会の承認を得なければならない。 

2 前項の委員会の承認の方法については、第12条から第13条までの規定を準用する。 

(再審査) 

第15条 審査の判定に異議のある実施責任者は、異議の根拠となる資料を添えて、学長に

再審査の申請をすることができる。 

2 再審査の申請の手続については、第10条の規定を準用する。 

(実施状況報告) 

第16条 実施責任者はヒトを対象とする実験等が終了又は中止になったときは、速やかに

「ヒトを対象とした実験等に関する実施報告書」(様式6)を学長に提出しなければならな

い。 

2 単年度を超える研究の場合は、年度ごとに報告することとする。 

(自己点検・評価及び検証) 

第17条 学長は、委員会に基本方針等への適合性に係る自己点検及び評価を実施させるも

のとする。 

2 委員会は、ヒトを対象とする実験等の実施に関する自己点検及び評価を行い、その結果

を学長に報告しなければならない。 

3 委員会は、実施責任者に自己点検及び評価のための資料を提出させることができる。 

4 学長は、自己点検及び評価の結果について、本学以外のものによる検証をうけるように

努めるものとする。 

(情報公開) 

第18条 学長は、本学におけるヒトを対象とする実験等の実施に関する情報を、適切な方

法により公表しなければならない。ただし、産業財産権の取得等合理的な理由のため公表

に制約のある場合は、その期間内において公表しないものとすることができる。 

(事務) 

第19条 ヒトを対象とする実験等に関する事務は、学術・スポーツ部研究支援課において

処理する。 

(補足) 

第20条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、学長が別に定める。 

(改廃) 

第21条 この規程の改廃は、委員会、学部長会の議を経て学長が行う。 

附 則 
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この規程は、平成19年9月21日から施行し、平成19年4月1日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成21年4月1日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、平成31年4月1日から施行する。 

附 則 

(施行日) 

この規程は、令和7年4月1日から施行する。 
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